
◆女性活躍推進法第２１条に基づく女性の職業選択に資する情報の公表

　　令和７年度の状況　（令和８年７月公表）

男性 女性

24歳以下 － 2.2%

25～29歳 0.7% 6.9%

30～34歳 2.3% 0.8%

35～39歳 0.7% 4.8%

40～44歳 1.9% 1.6%

45～49歳 － 1.1%

50～54歳 0.6% －

55～59歳 1.4% 1.5%

※育休取得率は、当該年度に新たに取得可能となった職員数に対する同年度中に新たに取得した職員数（当該年度以前から取得可能であった職員を含む。）を割合で示したもの。
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